
 

 

平塚市の公共施設の現状 

 

 

 

 

 

 

はじめに 

 

  本市が所有する公共施設は、行政サービスを提供するうえでの拠点であり、地域社会

の中心として生活を支える上での基盤となっています。 

本市は、人口増加を背景に行政需要が増加した高度経済成長期を中心に多くの公共施

設を建設してきました。建物の劣化は２０年から３０年程度を経過すると急速に進むと

いわれています。高度経済成長期に建設したこれらの公共施設はちょうど劣化が顕在化

してきているところで、多額の維持管理費用が必要になっています。 

また、将来の人口推計を見ると人口減少が進み、少子高齢化が一段と進行すると予想

されます。次の３０年を考えた時に公共施設は更新（建替え）整備を行う時期にさしか

かり、日常的に維持管理をしていく費用に加えて、施設を更新していく費用も必要とな

ってきます。 

この「平塚市公共施設白書」は、本市の人口や財政状況、公共施設の現状を整理した

上で、大きな財政負担が必要な公共施設の更新費用についても試算しており、本市の公

共施設の整備、保全、維持管理、更新費用等、将来に向けた公共施設のあり方を考えて

いく資料とすることを目的としています。 

 

 

 

  

以下２２ページまでは、本市の公共施設の全体像を把握する参考資料として、平成２

６年１２月に策定した「平塚市公共施設白書（ダイジェスト版）」の内容を掲載してい

ます。 
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１ 現状と将来予測 

（１）人口の動向 

 ア 人口の推移と予測 

本市の人口は、昭和７年（１９１８年）の市制施行時に３６，０２８人でスター

トしました。昭和１９年（１９４４年）の５４，０００人まで年々増加し、戦災の

影響で一時的な減少が見られたものの、昭和２５年（１９５０年）には戦前の人口

規模を回復しました。図１は、昭和４０年（１９６５年）から平成２２年（２０１

０年）までの国勢調査の結果と平成２５年３月に公表された平成５２年（２０４０

年）まで人口予測を図に表したものです。本市の人口は、昭和４０年（１９６５年）

に約１３．５万人であった人口は、高度経済成長期を中心に増加し、平成７年（１

９９５年）には約２５．３万人となりました。その後は予測によりますと、平成２

７年（２０１５年）頃までの約２６万人前後で推移をした後、減少に転じて約３０

年後の平成５２年（２０４０年）には、現在から約１２パーセント減少した約２２．

５万人になるとされています。この人口は、昭和６０年（１９８５年）頃の人口に

相当します。 
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図１ 人口の推移と予測 

※国勢調査結果と国立社会保障・人口問題研究所が公表した資料から資産経営課で作成 
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図４ 老年人口の推移 

 

 

 

図３ 生産年齢人口の推移 
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イ 人口構成 

  本市の人口の推移と予測を年齢３区分別人口ごとにグラフに表したものです。 

 

年少人口は、昭和５５年（１９８０年）頃の５．

５万人をピークに減少しています。平成２２年

（２０１０年）には、ピーク時の約６０パーセン

ト、約３．３万人に減少しました。平成５２年（２

０４０年）にはピーク時の約４０パーセント、約

２．２万人で、現在よりも更に減少する予測とな

っています。 

 

 

 

 

生産年齢人口は、平成７年（１９９５年）頃

までは増加し続け、ピーク時には約１８万人を

超えましたが、既に減少が始まっています。平

成２２年（２０１０年）には、ピーク時から約

５パーセント減少し、約１７万人となっていま

す。平成５２年（２０４０年）には、ピーク時

から約３５パーセント減少し、約１２万人と予

測されています。この人数は、昭和５０年（１９

７５年）頃の生産年齢人口に相当します。 

 

 

老年人口は、年齢３区分別人口で比較すると

唯一増加している人口区分となっています。平

成２２年（２０１０年）は約５．５万人ですが、

３０年前の昭和５５年（１９８０年）の老年人

口は約１．５万人でした。急激に老年人口が増

加していることがわかります。３０年後の平成

５２年（２０４０年）には、平成２２年の約１．

５倍にあたる約８万人となる予測です。 

図２ 年少人口の推移 

※国勢調査結果と国立社会保障・人口問題研究所が公表した資料から資産経営課で作成（図２～図４） 
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大分類 小分類 具体施設
大分類
施設数

延床面積
（㎡）

小分類
施設数

棟数 延床面積（㎡）

学校施設 小学校、中学校 43 487 318,483.57

幼児教育施設 幼稚園 5 21 3,470.83

その他教育施設 子ども教育相談ｾﾝﾀｰ、学校給食共同調理場等 4 11 5,745.33

社会教育施設 中央公民館、各地区公民館 28 59 29,321.17

文化・教育施設 図書館、博物館、美術館、市民ｾﾝﾀｰ 6 13 25,064.06

青少年施設 青少年会館、びわ青少年の家、子どもの家 6 19 4,746.55

文化財施設 埋蔵文化財調査事務所等 4 12 1,772.06

スポーツ施設 ShonanBMWｽﾀｼﾞｱﾑ平塚、ひらつかｻﾝ・ﾗｲﾌｱﾘｰﾅ等 8 25 59,413.21

公園施設 公園施設 総合公園、馬入ふれあい公園、公園施設等 110 5,903.44 110 201 5,903.44

保育所 保育園 10 35 5,449.23

母子生活支援施設 花水台ハイム 1 2 1,198.72

高齢者等福祉施設 福祉会館、デイサービスセンター等 15 25 13,702.64

医療施設 市民病院、保健センター 2 15 34,967.09

産業振興施設 勤労会館 1 2 1,100.55

農業・水産施設 水産物卸売市場等 5 10 2,242.33

葬祭施設 聖苑 1 3 3,632.21

廃棄物処理施設 環境事業センター、粗大ごみ破砕処理場等 4 15 17,209.85

下水道施設 各ポンプ場、農業集落排水処理施設等 11 14 10,284.46

住宅施設 市営住宅 市営住宅 20 85,353.58 20 168 85,353.58

消防施設 消防庁舎、消防出張所、消防分団 25 35 9,077.98

防災施設 防災倉庫等 35 36 747.53

市庁舎等事務所 本庁舎、各分庁舎等 7 32 20,801.01

その他施設 上記分類以外のもの 49 166 54,875.82

400 714,563.22 400 1406 714,563.22

52 119,191.10

医療・社会福祉施設 28 56,443.63

学校教育施設 52 327,699.73

合　　計

安全防災施設 60 9,825.51

その他施設 56 75,676.83

産業振興施設 6 3,342.88

生活関連施設 16 31,126.52

生涯学習施設

（２）施設の状況 

 ア 施設 

本市が保有する施設は、平成２５年（２０１３年）３月３１日現在で４００施設、

１４０６棟です。建物の延べ床面積の合計は、７１４．５６３．２２平方メートル

になります。この延べ床面積は、小中学校や地区公民館等の市民に親しまれている

公共施設から下水道のポンプ場や環境事業センター等の特殊な用途に使用される公

共施設等までが、含まれています。 

    大分類別では、最も床面積が広い施設分類は、学校教育施設で全体の約４６パー

セントを占めています。続いて生涯学習施設が約１７パーセント、住宅施設が約１

２パーセントと続きます。この３つの施設分類で全体の約７４パーセントを占めて

います。 

 

 表１ 施設分類内訳 
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人口（人）延床面積（㎡）

学校教育施設 生涯学習施設 公園施設 医療・

社会福祉施設

産業振興施設

生活関連施設 住宅施設 安全防災施設 その他 人口

総延床面積

714,563.22㎡

市民一人当たり

2.76㎡
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 イ 年度別整備状況 

   本市が保有する公共施設を築年度別にみると、高度経済成長時代の人口の急増と

比例してほぼ右肩上がりに増加していました。特に昭和４５年（１９７０年）から

平成２年（１９９０年）までの約２０年間に建築時期が集中しています。これは、

全体の７０．１パーセントを占めています。平成３年度以降は、人口の増加が鈍化

したことに合わせるように、新たに建設している建物は、大幅に減っています。 

   なお、建物の延べ床面積を本市の人口で除して、１人あたりの床面積として表す

と、市民１人当たり２．７６平方メートルとなります。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 床面積から見た施設分類別整備年度別の状況と人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
建設時期が集中 
全体の約７０％ 

 

図６ 類似自治体比較（延べ床面積及び人口１人当たり保有量） 
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（３）財政の状況（普通会計ベース） 

 ア 歳入について 

   過去１０年間の状況を見ると、歳入の根幹となる市税は、三位一体の改革に伴う

税源移譲によって平成１９年度に大幅に増加しているものの、平成２０年秋の世界

的金融危機により大幅に減少し、その後も同程度で推移しています。この減収を補

うため、平成２１年度以降は臨時財政対策債を毎年２０億円以上発行しています。

また、平成２２年度には１０年ぶりに普通交付税の交付団体となり、平成２５年度

まで４年連続で普通交付税の交付団体となっています。国県支出金は、扶助費の伸

びに伴い年々増加を続けているほか、市債と合わせ、投資的経費等の状況に応じ推

移しています。 
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 図７ 一般会計歳入決算内訳の推移 
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  イ 歳出について 

過去１０年間の状況を見ると、平成２４年度は、新庁舎建設事業及び環境事業セ

ンター整備事業といった大型事業の進捗に伴う投資的経費の増加により約８４２億

円（対前年度比：約９５億円（１２．７パーセント）増）となっていますが、それ

を除けば７００億円台で推移しています。人件費、扶助費、公債費で構成される義

務的経費のうち人件費は、定員管理と給与適正化の推進等により、平成１６年度の

約１８２億円をピークに減少を続けています。一方、平成１５年度に約９５億円で

あった扶助費は、平成２４年度には２００億円を超え、２倍以上の伸びとなってお

り、少子高齢化の進展に伴い、介護保険及び国民健康保険等への繰出金と合わせ、

今後も増加が見込まれます。また、公債費は、平成１５年度の約６７億円から平成

２４年度には約４９億円に減少しましたが、新庁舎建設事業や環境事業センター整

備事業などの大型事業に係る市債の元金償還が本格的に始まることから、今後は増

加していくものと見込まれます。 

これらに加え、今後、公共施設の長寿命化に係る保全などに要する経費が増加し

ていくことが予想されており、限りある財源を有効に活用することがより一層必要

となってきます。 
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 図８ 一般会計歳出決算内訳の推移 
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（４）施設の維持管理費用と更新（建替え）費用の試算 

  ア 保有施設の経過年数 

    現在、本市が保有する施設の床面積を建築後の経過年数で１０年毎に区切って割

合を表すと、図９のとおりになります。建設後３１年から４０年経過しているもの

（昭和４８年（１９７３年）から昭和５７年（１９８２年）の間に建設されたもの）

が３４．８パーセントと一番多くを占めています。続いて２１年から３０年経過し

ているもの（昭和５８年（１９８３年～平成４年（１９９２年）の間に建設された

もの）が２８．２パーセント、４１年～５０年経過しているもの（昭和３８年（１

９６３年）から昭和４７年（１９７２年）の間に建設されたもの）が１９．６パー

セントと続いています。この３０年間に全体の８０パーセント以上の施設を建設し

ています。棟数の割合では、２１年から３０年を経過している棟数が一番多く、全

体の３３．１パーセント、次いで、３１年から４０年を経過している棟数が、２８．

１パーセント、４１年から５０年を経過している棟数が１５．４パーセントとなっ

ています。このことから、３０年以上たっている建物は、棟数より延べ床面積の割

合が多くなっていますので、全体の数としては少ないが、規模の大きな建物が多い

と考えられます。比較的規模の大きい建物の更新が先にやってくるため、計画的な

更新や改修等の対応策が必要です。また、施設の更新を考えた場合、高度経済成長

期に建設した公共施設が、同時期に集中して更新時期を迎えることになります。こ

のため、一定の時期に多額の費用を要しますので、更新時期を平準化していく取り

組みも必要です。 
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      図９ 保有施設の経過年数別比率（床面積） 
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      図１０ 保有施設の経過年数別比率（棟数） 
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【試算の諸条件】

・耐用年数経過後に同規模・同構造で更新すると仮定し、延床面積に一定の基準に基づく更新単価を乗じることにより、今後４０年

間の更新費用を試算しています。また、大規模改修の単価は、一般的に建替えの５～６割といわれていることから、本試算において

もこの数値を想定し設定しています。

・更新に際し、その財源として、市税等の一般財源をはじめ、県費補助金や国庫補助金等の各種補助金の活用も当然見込まれます

が、更新費用の推計金額については、事業費ベースで試算しているため、これらを考慮していません。

・標準的な耐用年数（日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」）を60年としています。建築物の耐用年数を60年とした

場合、建築後30年で大規模改修（修繕に要する期間を２年と設定）を行い、その後30年で更新（建替えに要する期間は３年と設

定）すると仮定しています。なお、試算の時点で、経過年数が30年を超え50年以下の建築物については今後10年間で均等に大規模

改修を行うと仮定し、経過年数が50年を超えている建築物については、建替えの時期が近いことから、大規模改修は行わずに60年

を経た年度に建て替えると仮定しています。

【試算に使用した単価の例】

大規模改修 建替え

学校教育施設 １７万円／㎡ ３３万円／㎡

市営住宅 １７万円／㎡ ２８万円／㎡

スポーツ施設 ２０万円／㎡ ３６万円／㎡

  イ 施設更新（建替え）に係る費用の試算 

本市が保有する施設の規模を将来に渡って維持管理、更新していく場合、その費

用額の規模はどの程度になるか、試算を行います。 

試算には総務省所管の財団法人自治総合センターが公表している「地方公共団体

の財政分析等に関する調査研究会報告書」の試算方式を基に、将来更新費用を推計

しました。また、推計にあたり、財団法人地域総合整備財団（ふるさと財団）の提

供する公共施設更新費用試算ソフトを一部使用しています。 

    公共施設の分類ごとに、現在の保有量（延べ床面積）と同条件で更新するとし、

その延べ床面積に用途別の更新単価を乗じることにより、試算の翌年度から４０年

度分の更新費用を試算しています。建築物の耐用年数は６０年と仮定し、各種附属

設備の耐用年数を概ね１５年として、２回目の改修を迎える建設後約３０年で建築

物の大規模改修を実施、その後概ね３０年経過した時点で建替えると仮定していま

す。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 保有施設の将来更新費用の推計 
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億円

大規模改修 築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 建替

築61年以上の公共施設の建替え 既存更新分 新規整備分

用地取得分 既存更新分（5カ年平均） 新規整備分（5カ年平均）

推計値実績値
今後、主に建設後30年

以上経過している施設

の大規模改修が必要な

施設が続く

平成36年度以降、既存

施設の更新費用が急

増する

今後40年間に必要な更新費用総額

【3,397.3億円】

更新費用年平均 84.9億円

現在の保有延床面積 717,852.75㎡

将来更新費用年平均 既存更新費用実績額

１．８倍
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  ウ 試算結果 

この試算結果からは、平成３４年までの１０年程度は、既存施設の大規模改修が続

くことと、平成３５年頃からは既存施設の更新（建替え）が中心になっていくことが

わかります。特に平成４５年頃からは急激に増加しています。本市の既存施設は、建

設後３０年以上経過となる施設も多くあり、大規模修繕が実施されていない施設もあ

ります。施設を長期的に維持管理していく上では早期に実施する必要があります。 

大規模改修工事や既存施設の建替えに要する将来費用負担の試算について、今後４

０年間で合計約３，４００億円、年平均にして約８５億円が必要との結果になってい

ます。この試算結果は、一般会計及び特別会計の区別をせず算定したものであり、ま

た事業実施にあたっては国県補助金や市債等を活用して整備するものです（※図１１

の【試算の諸条件】を参照。）。 

将来更新改修に必要な費用は今回の試算では年平均額で約８５億円でした。既存市

有施設に対する更新及び改修に要した実績額は、過去５年間の平均実績額で約４７億

円になります。この平均額の水準を維持できた場合であっても、現状の予算規模では、

現在の全ての施設は維持できないという試算結果となりました。 

なお、総務省が平成２３年度に行った、「公共施設及びインフラ資産の将来の更新費

用の比較分析に関する調査」（以下「更新費用調査」という。）の結果と比較すると、

人口１人当たりの更新費用見込額は３２，７７０円で全国平均を下回っています。し

かし、２５万人以上の都市の平均や、１０万人以上２５万人未満の都市の平均と比較

すると上回る結果となっています。また、人口１人当たりの延床面積では、２．７６

平方メートルで、全国平均及び１０万人以上２５万人未満の都市の平均を下回ってい

ますが、２５万人以上の都市の平均を上回っています。 

 

   

 表２ 本市試算結果と更新費用調査結果との比較表 

平塚市 全国平均
25万人以上の

都市の平均

10万人以上25万人

未満の都市の平均

人口１人当たりの更新費
用見込額

（単位：円/1年間）
32,770 円 32,910 円 21,060 円 30,960 円

人口１人当たりの延床面

積（単位：㎡/人） 2.76 ㎡ 3.22 ㎡ 1.92 ㎡ 2.89 ㎡

築30年以上経過した公共
施設の割合（延床面積） 59.3% 43.1% 50.6% 42.2%
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２ 課題整理 

 （１）新たな市民ニーズへの対応 

    人口増に対応する形で絶えず右肩上がりの拡大傾向で整備されてきた公共施設で

すが、国立社会保障・人口問題研究所の推計によれば、今後本市の人口は減少する

ことが予想されています。また、その人口構成も、高齢者人口の増大、それと反比

例して年少人口・生産年齢人口の減少といったいわゆる少子高齢化や人口構成の変

化に伴う産業構造の変化等の要因により変化してきており、今後はその傾向も加速

していくものと思われます。 

    そういった状況の中で、公共施設には従来は存在していなかった、もしくは見過

ごされがちであった市民ニーズの変化、または顕在化への対応が求められています。

公共施設の設立時に求められていた価値観や存在意義が時代と共に変化している以

上、将来にわたって公共施設を維持していくのならば、それらに対応した変化を目

指す必要があります。 

 

 

 （２）財政の状況 

    本市の普通会計ベースの財政規模は、最近１０年間では、投資的経費に応じて増

加している年度もありますが、概ね７００億円台で推移しています。歳入の約５０

パーセント以上を占める市税収入は、約４３０億円前後で変化はありません。この

間に臨時財政対策債の発行や普通交付税の交付団体となる等、厳しい状況となって

います。また、人口減少や少子高齢化等による人口構成の変化が予測されている中

では、大幅な増収は、期待できません。また、歳出面では、介護保険料や国民健康

保険等への繰出金や扶助費、公債費等の義務的経費が増加すると予測されます。 

 

 （３）公共施設の維持管理と更新費用 

本市の主要な公共施設は、高度経済成長期を含む昭和４５年から平成２年頃まで

の約２０年間に人口の増加等に対応するために建設されました。集中して建設され

た公共施設は、集中して老朽化が進むことになり、ある期間に多額の費用が必要と

なります。このため、費用の平準化を行う取り組みが必要です。 

今回の更新改修費用の試算からは、現在の投資額の水準では、現在ある全ての施

設を維持管理・更新していくことは難しいと考えられます。今後、予想される財政

状況の中で、公共施設に投資できる予算を最適な施設に執行するために、全市的か

つ総合的な視点での「選択と集中」を判断していくことが必要です。 
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